予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費　　　
	事業名新ぎふジビエ地域ネットワーク支援事業費補助金


（この事業に対するご質・ご意見はこちらにお寄せください）　

　農政部 農村振興課 鳥獣被害対策室 鳥獣害対策係　電話番号：058-272-1111（内3157）

E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　10,000千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	10,000
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・防護と捕獲の一体的推進を図る中で、捕獲活動についてはイノシシで年間約１万５千頭、シカで年間約１万７千頭捕獲されており、捕獲した個体をジビエとして地域資源として活用する動きが活発化している。
・安全・安心なジビエの流通を進めるため平成２５年度に「ぎふジビエ衛生ガイドライン」を策定した。
・今後ジビエの利活用を進めるためには、需給関係者間のマッチング等の推進、迅速な搬出体制や低温流通体制の構築などを一体的に進めることが必要である。
（２）事業内容
ジビエを推進するための需給関係者間のマッチング、迅速な搬出体制や低温流通体制の構築等を支援する。
　・事業実施主体：地域協議会

　・補助率：定額（一部メニュー（冷蔵庫、冷凍庫、保冷車の導入など）については1/2以内）
（３）県負担・補助率の考え方

　　　国の事業要綱・要領に基づいて補助。県による負担分はなし。

（４）類似事業の有無
　　　無　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	10,000
	地域協議会への補助

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　ぎふ農業・農村基本計画

市町村被害防止計画

（２）国・他県の状況

　　　平成28年度の国交付金については、概算要求額として9,650百万円（Ｈ27予算額9,500百万円の101％）が盛り込まれている。
（３）後年度の財政負担

（４）事業主体及びその妥当性

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	ジビエコンソーシアムの取組を支援することで、地域における獣肉の流通体系の構築を進め捕獲個体の有効活用を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ジビエコンソーシアム(課内目標)
	0
（H27）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	3地区
（H29）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	・流通体制が構築されていないジビエにおいては、捕獲から商品化・販売までを一体的にとらえ支援することが必要である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	・ジビエとして活用することで、処分していた個体が販売できるようになり、捕獲者の所得向上と併せ捕獲活動が活発化することで農作物被害の防止に有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	・捕獲従事者、流通事業者、食肉処理事業者、加工事業者、飲食事業者、行政などで構成する協議会を実施主体とし、捕獲から消費までの一体的な流通体制を構築でき効率的な事業実施が図れる。


（今後の課題）

	事業を活用するためには、地域において新たな協議会を設置する必要があり、主体となりうる食肉処理事業者を中心に本事業への理解を深める必要がある。



（次年度の方向性）
	毎年１地区候補地を選定し集中的に支援を行う。
１年目：揖斐地域、２年目：飛騨地域、３年目：東濃地域を想定


